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要約
本稿では，新型コロナコロナワクチンの入手が可能になる前に，ワクチン接種戦略を早急に計画す

ることの必要性を説いている。その理由は 2つあり，第 1に，国民の各グループがワクチンを入手す
る順序について合意を形成する必要があること，第 2に，ワクチン接種に関連して存在する恐怖や懸
念を軽減し，ワクチンに対する需要を創出することである。この戦略で重要なのは，すでにワクチン
接種への躊躇や抵抗を助長している「ワクチン接種反対活動」に対応することである。新型コロナウ
イルス感染症のパンデミックが始まって以来，ワクチンの接種率を低下させる可能性のある誤った情
報が津波のように押し寄せている。さらに良くないことに，政府やパンデミックに関する公式情報，
そして政府がどのように取り組んでいるかについて，国民の一部から信頼を失っている国も存在する。
本稿では，新型コロナワクチン接種戦略の効果を高めるために，政府や地域機関がとるべき重要な

指針を簡潔に示すことを目的としている。この提言は，既存のベスト・プラクティス・ガイダンスの
レビューに基づいている。また，本論文の目的は，新型コロナワクチンの接種を促進する責任者が，
大量に存在するガイダンスを咀嚼し，地域に適した効果的な戦略を策定する手助けをすることであ
る。

キーワード：新型コロナウイルス感染症，ワクチン接種，ワクチン忌避，行動変容，ソーシャルマー
ケティング，コミュニケーション
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1．は じ め に

我々が，新型コロナウイルス感染症に対する安全で効果的なワクチンの開発に取り組む中，反

ワクチン運動は，世界的な公衆衛生上の戦いとなるであろう最初の一発を既に発射している。調

査によると，一般的な「ワクチン忌避（予防接種サービスが利用できるにもかかわらず，ワクチ

ンの受け入れを躊躇したり，拒否したりすること）」がいくつかの疾患で増加しており，その結

果，深刻な疾患の大発生が起こっている。例えば，2008年にはヨーロッパの 11カ国で，はしか

の患者数が 1,000人を超えた［1］。また，ワクチン忌避は，2014年以降，90％以上の国で着実

に増加している［2］。ワクチン接種率を低下させる可能性があることを考えると，すべての国

は，躊躇する程度と性質を理解し，新型コロナワクチンの接種の促進に着手しなければならな

い。WHO は，「各国はワクチン接種の受け入れと需要を高めるための戦略を策定すべきである」

と推奨している［1］。各国は，新型コロナウイルス感染症の感染経路や，ワクチン接種へのアク

セスを提供する能力に基づいて，新型コロナワクチンの接種を開始する適切な時期を検討しなけ

ればならない。なお，新型コロナワクチンの接種が開始されても，政府は手洗いや物理的な距離

を置くなど，他の感染予防行動の促進を継続すべきである。

1.1．本稿の理論的根拠

本稿は，予防接種推進戦略の効果を高めるために，世界各国の政府や地域機関がとるべき指針

を示すことを目的としている。また，新型コロナワクチンの接種率を最大化するために必要なガ

イドラインを，専門家が膨大な量のガイダンスを消化できるようにすることを目的として，推奨

されるベスト・プラクティスに基づいてまとめている。

新型コロナウイルスワクチンの接種戦略の計画は，次の 2つの理由から，ワクチンの入手が可

能になる前に開始することが必須である。第一に，各国は全人口からサブグループを決定し，こ

れらの人々がワクチンにアクセスできる順序について合意を形成する必要がある。第二に，恐怖

や懸念を軽減し，ワクチンに対する需要を生み出すことである。この戦略で重要なのは，すでに

躊躇や抵抗を助長している予防接種反対活動に対処していくことである。

新型コロナウイルス感染症の流行が始まって以来，私たちは，ワクチンの接種率を低下させる

可能性のある誤った情報の大波を目の当たりにしてきた。さらに悪いことに，多くの国におい

て，政府やパンデミックに関する公式情報，そしてパンデミックに取り組む公式なアプローチに

対する信頼が低い人々がいる。

1.2．本稿の目的

WHO は，国民に対して，心理的なワクチン忌避を低減するとともに適切なワクチン接種意向

を醸成し，利用可能になったワクチンを最大限に利用する，先制的なワクチン接種推進戦略を提

唱している［1］。本稿では，このような戦略の中核となる要素を紹介している。また，新型コロ
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ナワクチンが入手可能になった際に，効果的，効率的，かつ倫理的に接種を促進するための戦略

を策定できるよう，関連組織が対処すべき重要な問題を探り，ベスト・プラクティスをまとめて

いる。

1.3．本稿ではできないこと

本稿は，ワクチン接種の促進やワクチン忌避を減らすことに関して，すでに存在する何千もの

科学論文や国内外のガイダンス文書の完全なレビューや解説を行うものではない。また，本稿

は，完全なプランニングモデルや「ハウツー」ガイドを提示しようとはしていない。なぜなら，

すでに多くの優れた事例が存在するからである［3-6］。

本稿では，包括的な参考文献を提供していないが，その代わりに，さらなる読み物として，厳

選されたエビデンスの要旨やガイダンス文書を引用している。

最後に，本稿では，継続的な改善を可能にするためには，各主要ガイドラインに統合されたモ

ニタリングと評価の戦略が必要と考え，個別の評価戦略は記載していない。

1.4．予防的新型コロナワクチン接種戦略を策定するための主要ガイドライン

各国が置かれている状況把握は重要である。政府や公衆衛生事業者は，それぞれ独自の課題に

直面している。また，国により，資源，キャパシティ，能力，資産，制約が異なる。本稿で示す

表 1は，ワクチンの接種を促進するために重要な行動プロセスのガイドラインであり，政府や関

連機関は，各国の状況や課題に関わらずこれに沿ってプロセスを実行することを可能としてい

る。

今後数ヶ月のうちに，WHO やその他の公衆衛生機関が，新型コロナワクチン接種を最適化す

るためのガイダンスを発表する可能性が高いと思われる。本稿で示したガイドラインは，過去に

成功した介入プログラムから得られた知見に基づいた理想的なモデルであり，今後のガイダンス

の参考となるものである。表 1に示す行動をより多く適用できれば，より多くの国民へのワクチ

ン接種を提供できるであろう。しかし，各組織は，それぞれの活動分野に応じた方法で適切にア

表 1 プロアクティブな新型コロナワクチン戦略を策定するための主要ガイドライン

主要ガイドライン ガイドライン
完成

ガイドライン
進行中

ガイドライン
未完成

1．行動変容の計画
2．対象者のセグメンテーションとターゲティング
3．ワクチン接種行動の競合・障壁の分析と対策
4．資源の動員
5．ワクチンの需要喚起
6．地域との連携
7．ワクチンの入手
8．マーケティングプロモーション戦略
9．報道関係者への対応とアウトリーチ
10．デジタルメディア戦略
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プローチする必要がある。

2．行動変容の計画

計画を立てる際には，体系的なアプローチが重要である。健康増進やソーシャルマーケティン

グの分野では，各関係当局がワクチン接種を促進するための取り組みの目的を定義し，プロセス

を設計し，モニタリングと評価を行うために利用できる数多くの計画モデルが用意されている

［5］。最も重要なことは，本稿に含まれるガイドラインに記載されているすべての必須要素を網

羅し，透明性のある（オープンアクセス），論理的な計画を策定することである。ただし，協調

的かつ体系的なアプローチには，強力なリーダーシップが必要である。

また，行動変容計画は，マネジメント，ロジスティクス，緊急・災害計画の分野からの教訓も

参考にする必要があり，例えば，HABIT（Highlight, Audience, Behaviour, Intervention, Test）のよ

うな災害時行動変革計画フレームワークが該当する［4, 7］。

各関係当局当局は，以下のようなワクチン推進活動のために開発された詳細な計画モデルやガ

イドに記載されている教訓やヒントも考慮する必要がある。

WHO

Guide to Tailoring Immunization Programs（TIP）for infant and child vaccination［1］.

乳幼児の予防接種最適化のためのガイド：TIP の原則は，行動上の決定が結果に影響を与える伝

染病，非伝染病，および緊急時の計画に適用される［8］。

https : //www.who.int/immunization/programmes_systems/Global_TIP_overview_July2018.pdf?ua＝1

European Centre for Disease Control（ECDC）

ソーシャルマーケティングのテクニカルガイド

https : / / www. ecdc. europa. eu / en / publications-data / social-marketing-guide-public-health-programme-

managers-and-practitioners

WHO

ワクチン接種需要の向上と躊躇への対応。

https : //www.who.int/immunization/programmes_systems/vaccine_hesitancy/en/

Effective Communication in Outbreak Management（ECOM）［9］

欧州連合が資金提供している ECOM プロジェクトでは，複数の分野を統合して，感染症の重大

なアウトブレイクが発生した場合に，ヨーロッパ全土の医療専門家や機関を対象に，エビデンス

に基づく行動やコミュニケーションのパッケージを開発している。http : //ecomeu.info/
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Tell Me

パンデミック時の行動とコミュニケーションのレビュー。https : //www.tellmeproject.eu/

Human Center Design for Health

ユニセフが開発した包括的なツール群。予防接種や保健サービスが直面する課題に対して，人間

中心設計のアプローチを適用している。

https : //www.hcd4health.org/resources

Social Science Research for Vaccine Deployment in Epidemic Outbreaks

感染症発生時にワクチンを導入する際，社会的，行動的，文化的，コミュニティ的，政治的なダ

イナミクスをよりよく理解するために，社会科学調査や洞察を活用するための実践的なガイド。

https : //opendocs.ids.ac.uk/opendocs/bitstream/handle/20.500.12413/15431/PracApproach%206.pdf?se-

quence＝2&isAllowed＝y

その他の一般的な計画の手引きは，以下を参照すること。

Building Better Health : A Handbook for Behavioral Change

“このハンドブックは，実績のある疾病予防の実践と行動科学の原則を融合させた，他にはない

実践的なマニュアルである。”［10］（p. xiii）.

CDCYNERGY Planning Tool for Social Marketing

ソーシャルマーケティングのための米国疾病対策センターのプランニングツール（ジョージア州

アトランタ）。https : //www.thecommunityguide.org/resources/cdcynergy

Applying Behavioral Insights—Simple Ways to Improve Health Outcomes

World Innovation Summit for Health で発表された，健康アウトカムの改善に向けた行動学的洞察

の適用のためのツール。https : //www.imperial.ac.uk/media/imperial-college/institute-of-global-health-

innovation/Behavioral_Insights_Report-（1）.pdf

3．対象者のセグメンテーションとターゲティング

政府が，専門家の意見だけに基づいてワクチン接種プログラムを策定しても，最適なものには

ならない可能性がある［11, 12］。必要なのは，人々はなぜワクチン接種を躊躇するのか，何を

すればそれを低減できるのかについて理解することである。当局は，効果的なプロモーションプ

ログラムを開発する際に，人々が何を重視し，何に不安を感じているのかについて理解しなけれ

ばならない。
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人々は介入（施策）に対して一様に反応するわけではない。一律ではなく，異なる母集団ごと

に異なる介入方法を用いることで，より効果的なアプローチが可能になる。例えば，年齢が高い

こと，女性であること，教育を受けていることは，感染予防行動をとる可能性が高いことと関連

している［13, 14］。

市民の態度，信念，欲求，行動に関する「洞察（インサイト）」データは，介入に反映される

べきである。洞察とは，人々がなぜそのように行動するのかについての「深い真実」と理解であ

る。このような洞察は，形成的な質的・量的調査研究，観察データ，人口統計学的データ，サー

ビス利用データ，問題や課題の追跡データ，疫学的データなどから得ることができる。人々がワ

クチン接種を受ける動機となるもの，ならないものに焦点を当てて，人々の生活についての深い

洞察を探索することは，予防接種促進戦略のあらゆる側面に情報を提供するために必須の重要な

投資である。

行動計画を構成する際の基本は，測定可能な行動目標の設定であるが，これはワクチンの接種

数を最大限に増やすうえで重要であり，また経時的評価ができる。接種を受け入れる意向，行動

意図，理解内容，信条に関して測定可能な目標を設定すると，行動計画に焦点を合わせやすくな

り，社会的インパクトの有意義な追跡と評価を続けられるようになる［15］。

セグメンテーションは成功の鍵を握る。セグメンテーションとは，信念や態度，行動パターン

が似ているグループを特定することである。単に，人口統計学的，疫学的，およびサービス利用

をベースとしてターゲット化を図ることではない。人々の意向，価値観，理解内容，行動の観察

結果に関するデータも対象に含まれる。例えば，人口細分化モデルにより，公衆衛生プランナー

は特定の対象者に合わせた介入を行うことができる［16］。Fournet らは，ワクチン接種を受けな

い人々は以下の 4群に分けられると特定し，地域で開発される戦略の基礎とした［17］。

•「躊躇」－安全性に不安があり，予防接種の必要性，手順，時期について確信が持てない

人々。

•「無関心」－予防接種に対する優先順位は低いとみなし，ワクチンで予防できる疾患のリス

クを実際には感じていない人々。

•「到達不十分」－社会的排除や貧困，または利便性に関連する因子に伴い，サービスへのア

クセスが制限されている，または困難な人々。

•「積極的な抵抗者」－個人的，文化的，宗教的な信念によりワクチン接種を断念する人々。

また，医療従事者やソーシャルケアワーカーなどに対しても特別な焦点を要する。一部の医療

従事者は，自分と家族へのワクチン接種を躊躇していることが複数の研究から明らかにされてい

る［9, 18］。ワクチンへの躊躇に対応する取り組みをサポートするため，ECDC は，医療従事

者，予防接種プログラムマネージャー，公衆衛生専門家に対し，ガイドとツールキットを提供し

ている［19］。

最前線に立つ医療従事者は信頼できる助言や知識の有力な情報源となりうるが，そのような立

場が最適に活用されていないことも多い。このような医療従事者がワクチン接種に関するアドボ

カシー（社会に変化を起こす人や集団）の役割を果たすためには，トレーニングやサポートが必
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要であるが，それらが不足している。また，疾患やワクチン接種に付随するリスクと安全性の問

題に対する医療従事者の意識も十分とはいいきれない。政府や責任を負う機関は，医療従事者の

意識を高め，公衆衛生のアドボケイト役を担う意欲を高めるサポート体制を構築するべきであ

る。

4．競争戦略

新型コロナワクチンの需要を効果的に促進し，維持するために，政府や地域団体は，以下の 4

種類の競争の影響を抑える対策を含め，洞察から得られた情報に基づくワクチン接種推進戦略を

策定する必要がある。

•ワクチン接種反対運動との積極的な競争

•不正確なメディア報道との受動的競争

•ネガティブな社会的規範との競争

•構造的・経済的要因との競争

4.1．ワクチン接種反対運動との積極的な競争

ワクチンに関する誤った情報に対して効果的なキャンペーンを行うには，疾患の危険性とワク

チンの有益性に焦点を当てる必要がある。これには防御性を強調することも含まれる。このよう

なアプローチは，ポジティブな健康を得られる可能性とともに，失うことへの恐怖という強力な

動機付けを利用している［20］。介入策の設計者は，対象となる人々をキャンペーンの構築に関

与させ，何がワクチンを受ける動機となり，何がそうでないかについて，また，ワクチン接種の

推進をどのように組み立てるかについて，データに裏付けられた洞察を用いるべきである。

ファクトチェックや架空の話を崩壊させることに重きを置いて推し進めるワクチン接種反対派

に対して，そのインパクトを抑えようとする競争戦略は，有害無益となる可能性がある。なぜな

ら，そのようなアプローチは，反論戦略を展開する一環で，結局，誤情報を繰り返すこととな

る。また，陰謀論と直接対決した場合，そのような意見を排除するのではなく，むしろ広めてし

まうことが多い。人々は，自分の既存の見解に適合する情報を見て受け入れ，自分の既存の見解

に反する情報を拒絶するという反応を示すことがよくある。これは，Lord が「確証バイアス」

と呼ぶものである［21］。したがって，誤った情報を否定することを繰り返し行うと，人々は誤

情報を聞いてしまうことになる。より有効なアプローチは，ワクチンの感染症防御面（本人，家

族，およびコミュニティ）のメリットを強調するポジティブなメッセージングと，ワクチンを接

種しないことによる損失（死亡，健康状態の悪化，自由や社会的な絆の喪失，旅行に行けないな

ど）に重点を置いたメッセージの組み合わせである［22, 23］。

4.2．不正確なメディア報道との受動的な競争

ワクチン接種反対派が誤った情報を自由に広めることを放置してはならない。公衆衛生当局と
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その連携パートナー（従来型メディアとデジタルメディアの両方を含む）は，誤ったコンテンツ

や誤解を招くような情報を減らし，迅速に削除するために，積極的に協力すべきである。メディ

ア事業者は，公衆衛生当局が特定したワクチン接種反対派のプロパガンダを認識し，それを繰り

返さないよう，支援と説明を受けて対応するべきである。

伝統的なメディアやソーシャルメディアの分野でも，ワクチン接種反対派が広めようとしてい

る情報を当局に提供し，その情報に反論できるようにする必要がある。公衆衛生当局は，ジャー

ナリズムのバランスをどのように取るかという問題について，メディアプロバイダーとの間で取

り決めを行うべきである。具体的には，誤った情報，誤解を招くようなワクチン接種反対派の情

報やその支持者を，メディアがどのように特定し，旗印を立てるかについて，協定を結ぶことで

ある。この点について，当局とメディア・チャンネル・プロバイダーは，「Astroturfing」（ワクチ

ン接種反対派が自分の意見を草の根運動によるものだと偽ること）に注意を払い，迅速に対応し

てそのような策略を明らかにする必要がある。最終的に，誤解を招くような情報やそのような情

報の擁護者を削除し，ソーシャルメディア上で問題があることを示すものとしてフラグを立てる

方法やタイミングの策定について，合意を形成すべきである。

4.3．ネガティブな社会的規範との競争

エリート集団や専門家への不信感や政治的ポピュリズムも，反ワクチン接種の感情を煽る可能

性がある［24］。社会規範や文化的な影響は，ワクチンプログラムを受け入れるというレベルの

層の人々の意欲に大きな影響を与える［25］。最初のステップとして，当局は社会的な規範や信

念に何が影響しているかを理解する必要がある。説得力のある取り組みは，事実に基づいたメッ

セージあるいは確率論的なメッセージの発信に特化するよりも，家族を守りたいという思いな

ど，人々がすでに持っている価値観や信念に訴える方が訴えかける力がある。

人々の世界観を変えようとするよりも，人々の持ち合わせている動機を確認し，それを活用し

て行動を促す方が効果的である。しかし，例えば，「ほとんどの人がワクチン接種に反対してい

る」という誤った考えを持っているなど，コミュニティ内で普及している社会規範が誤った情報

に基づいている場合は，「実際にはワクチン接種を支持している人の割合が多い」ことを伝える

ことが有効である。主観的な社会規範，すなわち，自身が所属する社会的集団内の主要人物が信

じていると思うことによってもたらされる社会規範も，ワクチン接種を促進する上で極めて重要

である［18, 26, 27］。

ワクチン接種反対派のオピニオンリーダーは，否定的な態度や信念を持っている可能性がある

ため，介入施策の立案者は，そのような鍵となる情報提供者が抱く懸念に対処するための介入施

策を展開し，彼（女）らをワクチン接種の支持者にするよう努める必要がある。

ヒトパピローマウイルス（HPV）ワクチンの分野のように，ワクチン需要キャンペーンに関す

るシステマティックレビューによると，コミュニティに広く浸透していることが多い架空の話や

誤った情報も，ワクチン導入の大きな障壁となり得ることがわかっている。Evans らは，低・中

所得国における HPV と子宮頸癌に対する意識の高さについて複数の調査を行った［28］。これ
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らの研究により，HPV ワクチン接種の障壁となっているものが多様かつ幅広く確認された。こ

れらの障壁には，架空の話（例：ワクチンが不妊の原因になる），乱交を助長するという信念，

社会的集団内の否定的な社会規範，安全性と有効性に対する懸念などがある。これらの障壁に対

する解決策は以下の通りである。

•ワクチンによって予防できるリスクについての知識を増やす。

•対象となるコミュニティがリスクにさらされていることへの理解を促進し，ワクチンの安全

性，有効性，コミュニティの利益に対する信念を向上させる。

•根拠のない架空の話を排除する。

•ワクチン接種が社会で広く受け入れられるような社会規範を構築する（説明的な規範的信

念）。

4.4．構造的・経済的要因との競争

ワクチン接種戦略では，コスト，接種場所や診療所への交通手段の不足，コールドチェーン物

流ネットワークの欠如などによるワクチンへのアクセスの困難さに対処することが不可欠であ

る。当局は，政府，NGO，コミュニティ，営利企業などのパートナーと協力して，これらの障

壁を減らす必要がある。ワクチンへのアクセス性が低いと，ワクチンに対する信頼性や需要が低

下するおそれがあるため，ワクチン接種の促進には，入手のしやすさと利便性を高めることが重

要である。

多くの国がすでに多額の負債を抱えているため，早期に公衆衛生の財政を見直し，国民へのワ

クチン接種に資金を割り当てることが重要である。国際社会全体でワクチン接種を進めるために

は，莫大な資金が必要である。低所得国は，ワクチンの適切な供給品を確保するため，政府，国

連の機関や財団などにより提供される国際的な支援プログラムからサポートを受けられるように

プランを開発するべきである。

また，新型コロナワクチンの担当者は，その取り組みが，主に小児向けの他のワクチンプログ

ラムの利用可能性や接種に悪影響を及ぼさないように配慮する必要がある。

5．動 員

公衆衛生機関が集団レベルで変化に重点を置いたプログラムを考案，提供，維持するための十

分な資源のキャパシティを備えていることはまれである。資源，専門知識，信頼性，およびアク

セス性の提供を通して支援可能な組織や個人の連携を構築して維持することは，初期に取り組む

べき極めて重要なアクションである。重要な資産の特定と管理は，政府の能力調整，民間部門と

NGO 部門の動員，そして市民社会の動員という 3つの主要なカテゴリーに分類される。

政府内で，また部門を超えて協力関係を築くことは，資産の特定と動員の重要な側面である

［29］。政府機関や省庁と，病院や診療所，学校などの組織との間で行動を調整するための計画や

構造を策定する必要がある［30］。連携チームは，機構と資源を調整し，指揮系統と責任の所在
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を定めなければならない。

NGO セクターや民間セクターは，ワクチン接種の推進において重要な役割を果たす可能性が

ある。ワクチンを開発，製造，推進，流通させる製薬業界とのパートナーシップは，世界中で進

められているところである。多くのその他の営利を目的とする組織は，ロジスティックやプロ

モーションの面でのサポートを提供するために利用されることもある。NGO セクターも，その

活動範囲，地域社会に対する高い理解，高い信頼性の点で，ワクチン接種のための重要な支持者

やネットワークとして機能するのに適している。

資産と能力の 3つ目の基盤は，宗教団体，自治会，レクリエーション・グループ，地域の慈善

団体やボランティアなどのコミュニティ・グループや団体に代表される市民社会である。これら

の団体やコミュニティは，ワクチンの接種を促し，配布や入手を支援する上で重要な役割を果た

すことができる。しかし，ワクチン接種の促進や支援において市民社会が果たせる役割は，国の

事情によって大きく異なる。そのため，地域の計画には，そのような団体が果たす役割を反映さ

せておく必要がある［30-32］。

政府，民間企業，NGO，市民社会が一体となったワクチン推進連携チームを構築し，維持す

るためには，ステークホルダーとの関係を構築・管理するための専門知識を持った人材が必要で

ある。当局は，これらの重要なタスクを実行するために必要な資源を特定し，目標を設定し，進

捗を確認し，フィードバックを提供する必要がある。

6．ワクチン需要に関する戦略

十分に計画が練られ，エビデンスに基づき，理論的な情報を得たヘルスコミュニケーションや

それを含むソーシャルマーケティングは，行動やワクチン接種に大きな影響を与えることができ

る［9, 33, 34］。行動科学の手法が採用された，デザインに優れたキャンペーンは，ワクチンの入

手のしやすさ，流通ネットワークや物流，さらにはより広範な社会経済的・文化的因子にも目を

向けている［35, 36］。

ワクチン需要を生み出す責任者は，ワクチンの供給者，管理者，接種者と協力して，需要側と

供給側の両方の介入策をまとめる必要がある。介入を結び付けるには，優先順位付けとアクセス

政策，供給システム，プロモーション戦略の分野の対策を含める必要がある。利用可能性が不十

分であることを考えれば，ワクチン接種を開始した最初の月以降は，優先順位が特に重大とな

る。全般的な需要を構築するよりも重要なことは，新型コロナワクチン接種の優先順位計画に対

する意識を高めてサポート体制を築き，優先グループの人々の多くがワクチン接種を受け入れる

よう奨励することである。

需要を促進するための鍵は，接種を可能にするものは何か，また接種を促すものは何かについ

て深く理解することである。キャンペーンのマネージャーは，対象者に特化した洞察を得るため

に，各集団のインタビューや調査で発表された文献やケーススタディ，および一次調査や二次調

査を含む形成的な研究を行わなければならない。政府は，インセンティブとペナルティの介入を
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どのように織り交ぜると需要の推進に活かせるかという情報を提供し，通達する必要がある

［37］。

また，需要戦略は，説得力のある情報に基づく洞察や，人々のニーズ，価値観，要望に合わせ

てセグメント化されたプロモーションの策定を行う必要もある。ヘルスコミュニケーターは，ワ

クチン接種と関連した本人，家族，コミュニティにとっての有益性に重点を置いた話を用意して

おく必要がある。需要戦略には，ワクチン接種反対派の影響を軽減するためのガイドラインを含

める必要がある（競合戦略を策定する際に考慮すべき重要なステップについては，以下のセクシ

ョン参照）。また，需要戦略は，伝統的なメディアでもソーシャルメディアでも，ポジティブな

語りを活用し，行動科学に基づいた行動変容の戦術も適用する必要がある［10, 38］。

7．コミュニティ・エンゲージメント戦略

WHO は，すべての国において，継続的な地域社会への関与と信頼醸成プログラムを含めるこ

とを推奨している。プログラムでは，市民の懸念と信頼に関する定期的な国内評価と共に，信頼

構築や，躊躇する人々への積極的な介入に焦点を絞るものとしている［1, 39-41］。

信頼は，透明性，定常性，能動的な傾聴プログラム，奨励の対話を通して構築され，維持され

るものである。政府は，確実性と不確実性について，知識を共有する必要がある。政府および公

衆衛生当局も，市民またはメディアが発表したり実際に経験している安全性に関する問題を，先

取りして対応する必要がある［41］。

また，政府は，ワクチンの認可，製造，優先順位付けの計画について透明性を確保する必要が

ある。メッセージングと政策指示の両方に一貫性があることも重要である。これらの条件が揃っ

ていないと，混乱を招き，信頼を失うことになる［42］。

ワクチン接種への反対態度は，必ずしも教育水準のような要因と関連しているわけではない

［43］。代わりに，エリート集団や専門家に向けられる怒りや疑念，さらに反体制的な政治上の懸

念に対する支持の増加と関連していることが多い。政府は積極的に傾聴し，対話する姿勢を取

り，市民，主要なコメンテーター，インフルエンサーからのフィードバックを継続的に得られる

ようにすべきである。定期的に能動的な公的メディアおよびインフルエンサーへのブリーフィン

グを行うことも，信頼構築の戦略の中心的な項目である。また，市民に焦点を当てた人間中心の

デザインを原則として適用することで，プログラムの開発と実施を強化することができる

［44］。

8．ワクチンアクセス戦略

強力なリーダーシップのあるチームがリードし，関係機関は，ワクチンへのアクセスを促進す

るための様々な介入策を調整する必要性を認識すべきである［45］。メディアやコミュニティの

支持者を通して接種を推進することは，ワクチン接種推進戦略の極めて重要な要素であるが，接
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種を忌避する人を全員納得させることのできる万能薬ではない。研究から明らかなことは，行動

変容は複雑なプロセスであり，ある問題について十分な知識を持つ以上のことが必要である。接

種を受け入れることも，躊躇することも，文化的要因，態度，動機や経験，社会的規範，構造的

障壁などと関連がある。したがって，人々の意思決定に関わる複数の要因を理解することが，成

功の鍵である。

政府や公衆衛生当局は，複数の戦略を組み合わせることで，取り組みの効果を高めることがで

きる［46］。例えば，金銭的・非金銭的なインセンティブ，呼びかけや注意喚起の介入に加えて，

旅行や教育，雇用に制限を設けることで，コンプライアンス違反に対する罰則を統合することが

できるだろう［37］。

ワクチンの入手に関する情報，要件，支援は，各国の予防接種実施戦略を反映する必要があ

る。義務化されるのか，違反した場合の罰則はあるのだろうか。コミュニケーション担当者は，

特定のサブグループの人々に対して，いつ，どのようにしてワクチン接種を受けることができる

のか，具体的で関連性のある情報を提供するセグメント化されたアプローチを通じて，実施とア

クセス戦略を提供する必要がある。この戦略の一環として，コール（個別接種勧奨）メカニズム

を確立し，モニタリングする必要がある。

ワクチンの選択については，医学界が 2021年までに安全で効果的なワクチンをいくつか開発

したと仮定すると，政府や公衆衛生当局は，なぜ特定のワクチンを選択したのかについて，その

有効性，安全性，コストなどの観点から国民に説明する必要がある。また，当局は，採用する予

防接種の優先順位付けモデルの理由・妥当性を説明する必要がある。例えば，高齢者や介護従事

者が，若年者や非エッセンシャルワーカーよりも優先されるような，感染リスクに基づくアプ

ローチが採用された場合，その理由を説明する必要がある。政府や地域団体は，これらの決定を

健康の保護，社会的・経済的要請，安全性，コスト面で説明し，正当性を示す必要がある。ワク

チン接種の展開が始まる前に，全人口へのワクチン接種のスケジュールとタイムテーブルを作成

して共有し，誰もがいつ接種を受けられるかを理解できるようにする必要がある。理想的には，

当局は，ワクチンが入手可能になる前に，ワクチン展開の計画を共有し，倫理的・手続き的な問

題を公に議論して合意に達する時間を確保するべきである。

9．マーケティングプロモーション戦略

コミュニケーションに対する国の協調的なアプローチは，多くのグループの間では成功するだ

ろうが，すべてのグループでは成功するとは限らない［37］。成功するかどうかは，ワクチン接

種への躊躇の質と程度，およびセグメンテーションの分け方によって決まる。特定のグループに

対する既知の動機付けに焦点を当てたオーダーメイドのメッセージは，「すべてに当てはまるよ

うな」一長一短のアプローチよりも望ましい行動変容をもたらす可能性が高い［47-49］。テー

ラーメイドのメッセージを作成するには，量的・質的な形成的研究を行い，開始前の予備調査で

戦略の有効性を確認することが推奨される。
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前述のとおり，「バックファイア効
1
果」［50］を回避し，人々の懸念を検証し，損失への恐怖と

ワクチン接種から得られるプラスの利益の両方に対応する説得力のあるストーリーを設定する必

要がある。Tversky と Kahneman が実証したとおり，人は選択肢に直面したとき，認識された損

失をもたらす可能性のあるものを嫌がる［51］。また，複雑な選択を迫られることも好まない。

したがって，政府が人々に予防接種を受けるように影響を与えたい場合，予防接種から得られる

プラスの利益，予防接種を拒否した場合に発生する損失，ワクチンへのアクセスが容易であるこ

とを強調した戦略をとると，成功する可能性が高くなる。

同じ選択肢であっても，コミュニケーション担当者が異なる情報提示方法を用いると，選択肢

の魅力の感じ方が変わることがわかっている。したがって，使用する言語，イメージ，メッセン

ジャー，視聴覚効果のすべてにおいて，コミュニケーション担当者は予めパイロットテストを行

うことが，重要な検討事項である。前述のとおり，各セグメントが，メッセージ発信やストー

リーに対して異なる反応を示すため，当局は，市民のサブグループごとに合わせて，プロモーシ

ョン戦略を調整する必要がある。

また，メッセージだけでなく，メッセージを発信するメッセンジャーに対する親しみや信頼

も，ワクチンへの躊躇に対処する上で重要な成功要因となる［1, 52］。当局は，発信対象者に対

する形成的調査に基づき，どのようなキャンペーンの顔や声を使うべきかを決定する必要があ

る。信頼できるさまざまな情報源に基づくメッセージは，ワクチン推進プログラムをより成功さ

せる可能性がある。医療従事者，社会科学専門家，一般市民など，信頼できるグループからス

ポークスパーソンを募ることで，キャンペーンの効果を高めることができる。知名度の高い人物

は，その評判と信頼をもってヘルスコミュニケーション活動を行うため，メッセージの伝達にも

効果的である。また，宗教指導者（ポリオワクチン接種の重要性を伝えるためにインドでイスラ

ム教のリーダーの協力を得たように），地域社会のインフルエンサー，教師などのサードパーテ

ィーの代弁者を利用することも，ワクチン接種の受容を向上させることができる［53］。

長期的な公衆衛生戦略の一環として，政府や公衆衛生当局は，学校および地域社会の現場で，

特に健康やワクチンに関連したメディアリテラシーとデジタルリテラシーの向上を強化すべきで

ある［54］。新たに身につけたリテラシーによって，一般市民は，信頼性の高い情報源を特定す

る力をつけ，誤った情報をソーシャルメディアの提供者や規制当局に報告することもできるよう

になる。

10．ニュースメディアリレーションズとアウトリーチ

一般のメディアは，ワクチン接種を妨げる恐れやリスクの認識に大きく貢献することができる

［55］。そのため，報道関係者との良好な関係の構築と維持について，積極的な戦略を策定する必

要がある。
────────────
１ 自分が信じたくない情報や，自分に都合が悪い証拠に遭遇すると，もともと持っていた信念を変えるの
ではなく，むしろそれを拒否して，当初の信念をより強めてしまうこと。
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伝統的なメディアに対するメディアマネジメントとエンゲージメント戦略を策定する際には，

主導的で進行型のメディアへのブリーフィングや，記事生成，編集用フィード，医療やその他の

臨床および公衆衛生の専門家，アドバイザー，およびデータへのアクセスをスムーズにするもの

などを対象に含める必要がある。また，メディアマネジメントとエンゲージメント戦略には，24

時間 365日のメディアモニタリングと反論・修正システムも含める必要がある。

コミュニケーターは，ワクチンの推進と安全性のあらゆる側面について正確な意見を提供でき

る専門家とメディア関係者との間の継続的な関係構築の媒介役を務める必要がある。当局は，さ

らにこの関係性の強度をモニタリングし，対立が生じた場合には迅速に対処しなければならな

い。政府機関や，新型コロナウワクチン接種を主唱しているその他の人々の責務は，懐疑論者よ

りも優れた，視覚的にとらえやすく，信頼性の高いメッセージを伝えることにある。

メディアとのエンゲージメントを成功させるには，公衆衛生システムに，主要な編集者，副編

集者，ジャーナリストと強固で協力的かつオープンな関係を築くことが必要である。公衆衛生当

局と政府は，メディア組織との信頼関係と良好な協力関係を継続的に育み，視聴者がメディア組

織を身近で信頼できるものと見なすようにしなければならない。そのためには，政府当局が，懸

念される可能性のある，あるいは懸念されているワクチンの安全性と有効性のデータについて，

透明性と率直性を持ち，常にオープンであることが不可欠である。

11．デジタルメディア

Facebook, Twitter, WhatsApp, YouTube にはワクチン接種反対派が多くみられる。ワクチンが集

団レベルで使用されるようになる数ヵ月前に，ソーシャルメディアのプラットフォームではすで

に，新型コロナワクチンの安全性や開発状況，予定されているロールアウトについて誤情報が飛

び交っている。このようなメディアプラットフォームのオーナーが，ワクチン接種反対運動に対

して行動を起こし始めたことは心強いことである。例えば，Instagram では，健康の誤情報を

Explore のページに載せないようにしている。YouTube は，ワクチン接種反対派の動画を廃止

し，GoFundMe では，最近，ワクチン接種反対派の募金活動のアピールを取り下げた。政府およ

び公衆衛生当局は，ワクチン接種反対派の誤情報に対するレビューや対応として，またワクチン

躊躇派へのプロモーションとして，ソーシャルメディアのプラットフォームプロバイダーと対話

し共同戦略を考案する必要がある。また，政府および現地機関は，誤情報を削除するように，プ

ラットフォームのプロバイダーを説得し規制する必要もある。

公衆衛生当局は，全体的なプロモーション戦略の一環として，ソーシャルメディアに積極的に

関与し，新型コロナワクチンの信頼性を主導的に構築する必要がある［56］。現在，ソーシャル

メディアのプラットフォームを主たる情報源としている，もしくはコミュニケーションチャンネ

ルとしている市民は大多数で，しかもその人数は増えている。公衆衛生当局は，ソーシャルメデ

ィアとの関係構築・維持する方法を理解するため，その訓練を受けた専門スタッフのチーム構築

に投資する必要がある。
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ソーシャルメディアに関与する公衆衛生スタッフの主な責務は，プラスとなる記事の流れを

継続的に展開してサポートすること，複数の支持者の声を大きく育てつつ，ワクチン接種推進派

の草の根的支持者を増幅することである。これに専念するスタッフは，ワクチン接種推進派のイ

ンフルエンサー，アドボケート，ソーシャルネットワークをサポートする必要がある。また，公

衆衛生スタッフは，ソーシャルメディア上の誤った投稿を発見し，それに対応するための支援も

行うことができる。これを担当するチームは，公衆衛生当局に対する信頼の低下を防ぐため，そ

のようなネガティブな投稿に即座に対処する必要がある。例えば，子どもにワクチン接種を受け

させることに抵抗する親は，インターネット上で得た情報に基づいて決断している可能性が高い

ことがわかっている［57］。

12．結 論

上記の戦略的・戦術的ガイダンスは，新型コロナワクチンが利用可能になった時，その接種を

促進するための枠組みを提供するものである。また，本稿は，ワクチン接種の躊躇派に対応する

ためには，エビデンスと理論に基づいた行動変容ツールが重要であることを示している。これ

は，WHO が最近設立した Technical Advisory Group on Behavioral Insights and Sciences for Health

（行動の洞察および健康のための科学に関する技術的アドバイザリーグループ）の見解と一致し

ている［58］。ワクチン接種の受け入れ促進の成功の鍵となるのは，有意義で持続的な戦略的プ

ログラムであり，これには信頼や信用を構築し維持するための，地域の機能強化も含まれる

［59］。このような信頼構築と需要構築のためのアプローチを行う上で重要な要素は，コミュニ

ケーション，行動の影響，人々のコミュニティへの参画の重要性と，投資の必要性を認識するこ

とである。公衆衛生当局や政府省庁内では，コミュニケーション，行動への影響に対する資源を

十分に確保していないことがよくある。コミュニケーションと行動への影響に関する専門知識を

保有する人材確保と育成は，優先的に行われるべきである。

新型コロナウイルス感染症の終焉後の世界は一変するとしばしば言われているが，本稿で述べ

たとおり，主要な行動要素を考案し実現するための投資が確約されていることが，その一つとし

て挙げられていることが理想である。この投資は，リスクコミュニケーションやコミュニティの

参加に関するベストプラクティスの要件に沿って長期的に継続する必要があり，将来避けられな

い事象に対して適切な準備を可能とする［59］。著者らは，高所得国，低所得国，中所得国を問

わず，本稿で紹介したガイドラインの多くを利用して，ワクチンの高い接種率が実現されてきた

ことを認識している。課題は，ここで詳述した対応が認知されていないことに加え，（1）著者ら

が推奨している規模ですべての行動を実施するための資源（例えば，資金，人材）が非常に限ら

れていること，（2）単一のワクチンだけではなく，予防のためのワクチン接種全体のスケジュー

ルの遵守を促進し，達成しなくてはならないことである。政府や関連機関は，これらの課題を念

頭に置いて，我々が提示するガイドラインを検討することが望ましい。
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